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表 4-10 8 月の測位間隔別の GPS 首輪個体の移動速度 

測位間隔 
移動速度 

（m/当該時間） 

標準偏差 

（m/当該時間） 

移動速度 

（km/日） 

5分 25.1 31.9 7.2 

10分 31.5 36.7 4.4 

20分 41.6 51.6 2.8 

30分 49.7 52.0 2.3 

60分 67.3 60.3 1.5 

120分 98.5 86.8 1.2 

240分 108.9 76.8 0.7 

 

表 4-11 10 月の測位間隔別の GPS 首輪個体の移動速度 

測位間隔 
移動速度 

（m/当該時間） 

標準偏差 

（m/当該時間） 

移動速度 

（km/日） 

5分 23.1 28.0 6.7 

10分 31.2 38.1 4.5 

20分 45.4 53.4 3.3 

30分 58.5 67.9 2.8 

60分 93.8 101.4 2.3 

120分 140.5 116.5 1.7 

240分 213.2 152.6 1.3 

 

 

図 4-32 抽出時間間隔別の GPS 首輪個体の移動速度（km/日） 
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ⅱ)測位誤差による移動速度への影響の考慮 

定点下で観察された測位誤差距離は、平均 11.03m（標準偏差 11.13m）の測位誤差が確

認された。 

個体に装着して得られた移動速度について、11.03m の測位誤差距離以下の移動距離だ

ったデータを除いた値を表 4-12、表 4-13 に示した。11.03m の測位誤差距離以下の移動距

離だったデータを除いた場合と除かなかった場合について比較したところ、8 月測位デー

タについては、測位間隔が 5～60 分の場合の移動距離に有意差が認められ、120 分以上の

場合は有意差が認められなかった（図 4-33、Mann-Whitney U 検定、p<0.05 で有意）。

10 月測位データについては、測位間隔が 5～30 分の場合有意差が認められ、60 分以上の

場合は有意差が認められなかった（図 4-34、Mann-Whitney U 検定、p<0.05 で有意）。 

 

表 4-12 8 月の測位間隔別の GPS 首輪個体の移動距離・速度（11.03m 以下のデータを除い

た場合） 

測位間隔 
移動距離 

（m/当該時間） 

標準偏差 

（m/当該時間） 
移動速度（km/日）

5分 35.0 35.8 10.1 

10分 41.5 39.2 6.0 

20分 51.8 54.8 3.7 

30分 57.0 52.9 2.7 

60分 75.4 59.7 1.8 

120分 103.4 86.5 1.2 

240分 110.4 76.5 0.7 

 

 

図 4-33 8 月の測位間格別の GPS 首輪個体の移動距離（速度）11.03m 以下のデータを除い

た場合と除かなかった場合の比較 
暗色棒：すべての測位点から算出した平均移動距離（速度） 

明色棒：誤差測位点を除して算出した平均移動距離（速度） 

赤色：移動距離（速度）に有意な差がある 

エラーバー：標準誤差 
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表 4-13 10 月の測位間隔別の GPS 首輪個体の移動距離・速度（11.03m 以下を除いた場合） 

測位間

隔 

移動距離 

（m/当該時間） 

標準偏差 

（m/当該時間） 

移動速度 

（km/日） 

5分 32.4 31.2 9.3 

10分 40.9 41.2 5.9 

20分 55. 2 55.7 4.0 

30分 68.1 69.8 3.3 

60分 99.1 102.2 2.4 

120分 145.4 115.7 1.7 

240分 213.2 152.6 1.3 

 

 

図 4-34 10 月の測位間格別の GPS 首輪個体の移動距離（速度）11.03m 以下のデータを除

いた場合と除かなかった場合の比較 
暗色棒：すべての測位点から算出した平均移動速度 

明色棒：誤差測位点を除して算出した平均移動速度 

赤色：移動速度に有意な差がある 

エラーバー：標準誤差 

 

ⅲ）生息密度算出に用いる移動速度の検討 

ニホンジカの移動は直線的ではなく曲線的であるため、移動速度を把握する場合の測位

間隔は長いほど過小評価となる（図 4-35）。一方、固定して測定した測位情報を移動速度

として変換すると、移動していないものが移動していることになる。すなわち、測位誤差

がある場合、測位間隔が短いほど移動速度は過大評価となる。測位誤差による影響が少な

く、かつ、測位間隔の短い 30～60 分間隔で測位された結果から算出した移動速度を使用

することが望ましいと考えられる。 

国内で REM 法を用いた先行事例である Ikeda（2015）では、3 パターンの測位間隔（1

時間・2 時間・4 時間）による位置データを用いて閉鎖系の生息密度を推定したところ、1

時間間隔の位置データを用いた場合に、追い出し法により推定した生息密度と同程度の結
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果が得られている。先行事例では 1 時間以下の測位間隔の移動速度の検討は行っていない

ものの、本調査で得られた結果と同程度の測位間隔であったことについては、本調査の 30

～120 分間隔で測位された結果から算出した移動速度の使用を支持する情報といえるだろ

う。 

過去に大台ヶ原では 4 時間間隔で GPS 首輪による行動調査を行っており、これらから

得られる月別、個体別の移動速度（km/日）には個体差、季節的な差が確認されているた

め（図 4-36、図 4-37、環境省，2015）、今回得られた値は個体や季節によって変動しう

るものである事に留意が必要である。 
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図 4-35 測位間隔ごとの移動軌跡の比較（a-g：5、10、20、30、60、120、240 分間隔） 

GPS 首輪測位結果の一部を抜粋して作成 
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図 4-36 過去に GPS 首輪を装着した個体ごとの移動速度（km/日）の比較 
※4-11 月の 4 時間測位データより算出 

※測位間隔は 4 時間 

※箱内の直線は中央値を、箱は 25～75%の範囲を表している。また、箱から上下に延びる 

※直線はそれぞれ最大値、最小値を表している。なお、図中の○は外れ値である。 

 

 
図 4-37 過去に GPS 首輪を装着した季節毎の移動速度（km/日）の比較 

※測位間隔は 4 時間 

※箱内の直線は中央値を、箱は 25～75%の範囲を表している。また、箱から上下に延びる 

※直線はそれぞれ最大値、最小値を表している。なお、図中の○は外れ値である。 
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③生息密度の算出 

カメラトラップ法による密度推定に用いたパラメータのうち、カメラトラップ調査から

得られたものについて表 4-14 に示した。これらの結果を用いて、誤差の有無によって有

意差が確認されない最小の測位間隔（1 時間）で得られた移動速度を代入して得られた結

果を表 4-15、図 4-38 に示した。 

REM 法による生息密度の月変化では、夏期にピークを迎え、その後再び低下する傾向

を示した。この傾向は平成 26（2014）年、平成 27（2015）年とも共通して見られた（図

4-39）。大台ヶ原に生息するニホンジカの多くの個体が 6 月に出産することがこれまでの

モニタリングにより明らかになっており、出産期直後と生息密度のピークの時期が一致す

る。一方で、秋期から冬期の季節移動は早くても 10 月から始まるため、7 月以降の生息密

度の低下に冬期の季節移動が関係しているとは考えにくく、発情期に関係する行動の変化

や捕獲による生息密度の低下が影響している可能性がある。 

今回算出した 9 月、10 月の REM 法による平均生息密度はそれぞれ 5.7 頭/km2（標準偏

差 7.3）、6.8 頭/km2（標準偏差 8.4）であり、本年度別業務で実施された糞粒法による緊

急対策地区の平均生息密度 6.7 頭/km2（標準偏差 6.3）に近い値を示した。ただし、調査

手法ごとにそれぞれの値が示す特性が異なるため、一致することを追求する必要性は低い。

REM 法の生息密度はその時期（月）の生息密度を反映するのに対し、糞粒法の生息密度

は通年排出された糞粒が分解されつつ堆積したものがカウントされて生息密度に換算され

る。この結果、REM 法の生息密度は、夏期に糞粒法の生息密度よりも高い値を示し、冬

期近くには糞粒法の生息密度よりも低い値を示す。REM 法から得られる生息密度値は、

カメラトラップ法の特性を踏まえて評価する必要があり、また、これまで把握できなかっ

た植生への影響が高まる夏期の生息密度指標として活用できるものと期待される。 

 

表 4-14 密度推定に用いたカメラトラップ調査から得られたパラメータ 

パラメータ 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 

g（頭） 1.34 1.22 1.29 1.23 1.10 1.10 1.25 1.14 

y（枚） 2.1 10.8 13.2 16.5 17.2 12.0 13.2 7.0 

t（日） 30 31 30 31 31 30 31 30 

 

表 4-15 平成 27（2015）年度に調査した個体の移動速度を用いた月別の REM 法によるニホ

ンジカの生息密度（頭/km2）  

 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 

中央値 0.8 3.0 4.7 4.7 7.5 4.3 4.1 2.0 

平均値 1.6 7.2 9.6 11.1 10.4 5.7 6.8 3.4 

標準偏差 2.1 10.1 15.7 21.2 10.4 7.3 8.4 3.8 
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図 4-38 平成 27（2015）年度に調査した個体の移動速度を用いた月別の REM 法によるニホ

ンジカの生息密度（頭/km2） 

GPS 首輪により 1 時間おきに測位した位置データから得た移動速度をパラメータとして使用 

箱内の直線は中央値を、箱は 25～75%の範囲を表している。また、箱から上下に延びる 

直線はそれぞれ最大値、最小値を表している。なお、図中の○は外れ値である。 

 

図 4-39 REM 法によるニホンジカの生息密度（頭/km2、平成 26（2014）年、平成 27（2015）年） 

GPS 首輪により 1 時間おきに測位した位置データから得た移動速度をパラメータとして使用 

エラーバーは 95％信頼区間を示す 
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（７） 年間捕獲目標頭数の設定 

第 3 期保護管理計画では、緊急対策地区内の目標生息密度を暫定的に 5 頭/km2 とするた

め、毎年度別業務で実施される糞粒法調査結果を基に推移行列によるシミュレーションを

行い、翌年度の捕獲目標頭数を決定することとしている。このため、平成 28（2016）年

度の捕獲目標頭数についても、第 3 期保護管理計画に基づき検討を行った。 

 

１）目標生息数 

緊急対策地区内の目標生息密度は、植生の状況とシカの生息密度を基準に決定すべきで

あるが、その基準は今後の植生状況モニタリングとシカ生息状況モニタリングにより明ら

かになるものであるため、暫定的に 5 頭/km2（糞粒法による推定生息密度）として維持す

ることを目標としている。その場合、緊急対策地区、及び有効捕獲面積を考慮した地域（図

4-40）における目標生息数は以下のとおりとなる。 

 

●緊急対策地区における目標生息数（糞粒法調査結果に基づく） 

緊急対策地区面積：7.03km2 

目標生息密度：5 頭/km2 

目標生息数：7.03km2×5 頭/km2＝35 頭  

●有効捕獲面積を考慮した地域（緊急対策地区を含む）における目標生息数（糞粒法調

査結果に基づく） 

有効捕獲面積を考慮した地域（緊急対策地区を含む）面積：23.24 km2 

目標生息密度：5 頭/km2 

目標生息数：23.24 km2×5 頭/km2＝116 頭  
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図 4-40 緊急対策地区及び有効捕獲面積を考慮した地域 

 

２）平成 27（2015）年度の推定生息数 

平成 27（2015）年 10 月に実施された糞粒法による生息密度の結果は、有効捕獲面積を

考慮した地域の全地点の平均生息密度が 7.9 頭/km2（標準偏差 8.5 頭/km2）であり、平成

26（2014）年度の 7.4 頭/km2 と比べて若干増加した結果となった。 

緊急対策地区の平均値では平成 26（2014）年度が 8.9 頭/km2 だったのに対し、平成 27

（2015）年度は 6.7 頭/km2 と減少した。 

これらの糞粒法による調査結果から、密度面積法（山田・北田，1997）により緊急対策

地区及び有効捕獲面積を考慮した地域の生息数を推定した（表 4-16）。緊急対策地区及び

有効捕獲面積を考慮した地域のいずれも、推定生息数の中央値が目標生息数を上回る結果

となった。 

 

表 4-16 平成 27（2015）年度糞粒法調査結果に基づく推定生息数 

地域 面積 
推定生息数 

（最小値～最大値[中央値]）

目標生息数 

(5 頭/km2) 

緊急対策地区 7.03km2 21～73[47]頭 約 35 頭 

有効捕獲面積を 

考慮した地域 
23.24km2 101～265 [183]頭 約 116 頭 

※推定生息数の信頼限界は 95％ 
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３）捕獲目標頭数の検討 

以下の 4 パターンにしたがって、翌年度の生息数が目標生息数である 116 頭以下とな

る捕獲数を、推移行列を用いたシミュレーションにより求めた。 

① 現在の推定生息数が中央値 → 翌年度の中央値が目標生息数以下 

② 現在の推定生息数が中央値 → 翌年度の最大値が目標生息数以下 

③ 現在の推定生息数が最大値 → 翌年度の中央値が目標生息数以下 

④ 現在の推定生息数が最大値 → 翌年度の最大値が目標生息数以下 

  ※最大値は 95%信頼限界における 95%点の数値のこと。 

 

計算の流れと各パラメータの設定状況を図 4-41 に示した。平成 27（2015）年度の捕獲

個体の妊娠率は 80％を下回ったが、暫定的に従来と同じパラメータ値を使用した。シミュ

レーションを行う上で、性・齢区分ごとの捕獲数は、今年度の捕獲数に占める各区分の割

合を基に設定した。また、出産前後の捕獲数の配分も今年度の捕獲実績にならい設定した

（表 4-17）。 

 

 

図 4-41 シミュレーションのイベントイメージと各パラメータの設定 

 

 

 

 

平成26年度生息密度調査（10月）

自然死亡

出産

個体数調整

平成27年度生息密度調査（10月）

個体数調整

生存率の範囲

幼獣 0.6 ～ 1.0

亜成獣 0.8 ～ 1.0

成獣オス 0.85 ～ 1.0

成獣メス 0.9   ～ 1.0

妊娠率の範囲

成獣メス 0.8   ～ 1.0

以下の幅で乱数を発生
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表 4-17 平成 28（2016）年度捕獲数構成比に使用した平成 27（2015）年度の捕獲個体の構成比 

齢区分 

5月までの構成比 6月から10月まで

の構成比 

オス メス オス メス 

亜成獣 0.030 0.020 0.149 0.079 

成獣 0.050 0.020 0.307 0.257 

幼獣 0.000 0.000 0.040 0.050 

 

計算結果を表 4-18 に示した。目標達成のために必要な捕獲頭数はパターン①が 90 頭、

パターン②が 119 頭、パターン③が 186 頭、パターン④が 225 頭であった。 

平成 27（2015）年度の捕獲目標頭数を検討する際には、パターン①～④についてシミ

ュレーションを実施し、捕獲目標頭数をパターン①の 84 頭に設定し、努力目標としてパ

ターン③の 134 頭を設定した（表 4-19）。平成 27（2015）年度の捕獲頭数は 104 頭であ

り捕獲目標を達成したが努力目標である 134 頭には達せず、推定生息数のうち最小値は目

標生息数である 116 頭を下回ったものの、推定生息数の中央値及び最大値は目標生息数ま

で低減しなかった。成獣メスの捕獲数実績が 27 頭と捕獲目標、努力目標に達したものの、

やはり全体の捕獲数が不足したこと、捕獲の効果が緊急対策地区外まで及ばなかったこと

が理由と考えられる。これらの点を考慮し、平成 28（2016）年度の捕獲目標頭数は、パ

ターン②の 119 頭からパターン③の 186 頭の間で設定することが妥当であると考えられた。

また、捕獲する地域についても生息密度が高い地域に集中するなどの工夫も必要と考えら

れた。 

 

表 4-18 平成 28（2016）年度のシミュレーション結果 

パターン 捕獲数 うち成メス数 

①  90 頭 25 頭 

②  119 頭 33 頭 

③  186 頭 52 頭 

④  225 頭 62 頭 

 

表 4-19 平成 27（2015）年度のシミュレーション結果 

パターン 捕獲数 うち成メス数 

① 84 頭 17 頭 

② 95 頭 19 頭 

③ 134 頭 27 頭 

④ 149 頭 30 頭 

※平成 26（2014）年度の有効捕獲面積を考慮した地域の 
推定生息数：127～218[中央値 172]頭 
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（８） 大台ヶ原自然再生推進委員会等への報告 

本業務の実施状況および結果について、『大台ヶ原自然再生推進委員会』及び『森林生

態系・ニホンジカ保護管理合同ワーキンググループ』に出席して以下の事項を報告し、必

要な助言を受けた。 

 

①平成 27 年度大台ヶ原自然再生推進委員会森林生態系・ニホンジカ保護管理合同ワー

キンググループ（第１回） 

日時：平成 27（2015）年 8 月 12 日 

報告事項： 

 これまでの牛石ヶ原におけるニホンジカ搬出処理方法等について 

 

②平成 27 年度大台ヶ原自然再生推進委員会森林生態系・ニホンジカ保護管理ワーキン

ググループ（第２回） 

日時：平成 27（2015）年 10 月 19 日 

報告事項 

  大台ヶ原ニホンジカ個体数調整の結果等について 

  カメラトラップ法によるニホンジカの生息状況調査の結果等について 

  大台ヶ原ニホンジカ搬出処理方法等検討業務について（中間報告） 

  ニホンジカよる植生への影響調査について 

  次年度以降のニホンジカ個体数調整の計画等について 

 

③平成 27 年度大台ヶ原自然再生推進委員会森林生態系・ニホンジカ保護管理ワーキン

ググループ（第３回） 

日時：平成 27（2015）年 12 月 21 日 

報告事項 

  平成 27 年度ニホンジカ生息状況調査及び捕獲個体モニタリング調査結果につい

て 

  カメラトラップ法によるニホンジカの密度推定について 

  平成 28 年度ニホンジカ個体数調整について 

  搬出処理方法等の検討について 

  ニホンジカによる植生への影響調査について 

 

④平成 27 年度 大台ヶ原自然再生推進委員会 

日時：平成 28（2016）年 2 月 23 日 

報告事項： 

  大台ヶ原自然再生事業における平成 27 年度業務実施結果（ニホンジカ部分） 

  大台ヶ原自然再生事業における平成 28 年度業務実施計画（案）（ニホンジカ部

分） 
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5. 今後の課題 

（１）ニホンジカの個体数調整について 

糞粒法による調査結果では、緊急対策地区内で生息密度の減少傾向が認められた（平成

26（2014）年度：8.9/km2、平成 27（2015）年度：6.7/km2）。しかし、緊急対策地区内

の地区別には、東大台地区で生息密度が増加しており（平成 26（2014）年度：11.0/km2、

平成 27（2015）年度：13.1/km2）、また、緊急対策地区を除く有効捕獲面積を考慮した

地域内でも生息密度が増加していた（平成 26（2014）年度：5.6/km2、平成 27（2015）

年度：9.4/km2）。目標生息密度（5 頭/km2）の実現に向けて、一層の生息密度低減に向け

て地区別の捕獲の強化が必要である。 

捕獲目標頭数を検討するためのシミュレーションでは、捕獲の実施対象地域である緊急

対策地区内の推定生息数以上の捕獲が求められており、カメラトラップ調査結果と搬出困

難度を考慮して、生息密度の高い地域や時期における効率性の高い捕獲を実施する必要が

ある。 

カメラトラップ調査結果を用いた REM 法による推定生息密度は季節変化があり、夏期

に生息密度が高いことが示唆された。夏期に重点的に捕獲を実施することが効率性の高い

捕獲となることが改めて確認され、夏期の生息密度を基準に捕獲目標頭数を定めることで、

より確実な生息密度の低減と植生への影響軽減につながると考えられた。ただし、カメラ

トラップ調査による利用頻度結果を平成 26（2014）年度と平成 27（2015）年度で比較す

ると年変動が大きく、夏期の生息密度に基づく目標捕獲頭数の設定については、捕獲頭数

の実現可能性の点が課題となる。夏期の生息密度の経年変動の要因の解明、もしくは経年

変動を考慮した捕獲目標頭数の設定について、今後のモニタリング結果を踏まえながら検

討していく必要がある。 

また、カメラトラップ調査により、雌雄の分布に空間的な偏りがあることが明らかにな

った。現在主に用いている捕獲手法は捕獲対象を選択できないくくりわなであるが、4 月

から 8 月までの性的棲み分けが起こる時期に成獣メスのみが多く確認される地域において

捕獲を実施することにより、生息密度低減効果の高い成獣メスの捕獲を促進することが可

能となることが期待される。 

以上、低密度下での地区別の捕獲強化、夏期の生息密度を基準とした捕獲目標頭数の設

定、性的棲み分けを利用した成獣メス捕獲強化といったこれまでの知見に基づく捕獲方針

の運用がどこまで実現可能で、どのような課題があるか、平成 28（2016）年度以降の捕

獲実施状況と生息状況のモニタリングにより明らかにしていく必要がある。 

 

（２）カメラトラップ法について 

平成 26（2014）年度から新たに実施したカメラトラップ法による推定生息密度の算出

の課題であった移動速度について、平成 27（2015）年度に実施した移動速度把握のため

の GPS テレメトリー調査により時間間隔の短い測位データを基に改善が図られた。 

結果的に 10 月に実施した糞粒法による生息密度とカメラトラップ調査結果を用いた

REM 法による生息密度は近い値を示したが、各手法から算出される生息密度はそれぞれ

の手法の特性が反映されるため、値の示す意味を踏まえて用いる必要がある。すなわち、

糞粒法の生息密度は通年排出された糞粒が分解されつつ堆積したものがカウントされて生
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息密度に換算されるのに対し、カメラトラップ調査結果を用いた REM 法による生息密度

は 1 ヶ月間の生息状況を反映した生息密度が算出される。これらの特性を踏まえて、大台

ヶ原ニホンジカ第二種特定鳥獣管理計画（第 4 期）（仮称）の目標設定について検討を行

うとともに、継続してカメラトラップ法の妥当性について検証していく必要がある。 
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